
 

 

 

 

 

 

 

長野県は、10 月から 12 月までの 3 か月間、本庁所属

の職員 1,800人を対象に、休息時間を最低 11 時間とす

る「勤務間インターバル制度」を試行導入すると発表し

ました。 

勤務間インターバル制度とは、仕事を終えてから次

に働き始めるまでの休息時間（インターバル）を一定時

間確保するもので、国が推進する「働き方改革」の中に

も盛り込まれている注目の制度です。休息時間は企業

ごとに定めればいいのですが、一般的には 9 時間から

11 時間程度となっています。遅くまで残業をして休息

時間が確保できない場合、翌日の勤務開始を遅らせる

ということになります。 

長野県の場合は 11 時間ということですから、翌日 8

時 30 分に始業するためには、21 時 30 分までに退勤す

る必要があるということです。さらに遅出勤務の上限

を 10 時としており、つまり 23 時以降の残業は原則 NG

とされるようです。 

自治体での勤務間インターバル導入は珍しく、全国

的にも非常に注目されていますし、これがモデルとな

って県内の民間企業に波及していくことも想定されま

す。 

国の助成金（職場意識改善助成金）にも、制度導入に

要した費用の一部を補助してくれるものがありますの

で、この機会に制度を検討してみるのもいいのではな

いでしょうか。 

 

 

 

「働き方改革」や「ワーク・ライフ・バランス」、そし

てその実現のための「労働生産性の向上」や「業務効率

のアップ」等についてお話しをすると、現場の職員から

は「福祉の仕事に“効率性”や“生産性”を求められて

も困る」「効率よく働けということは、利用者さんをな

いがしろにすることに繋がるのではないか」といった

声を聞くことがよくあります。管理者の中にもそのよ

うな疑問をお持ちの方も多いかもしれません。 

 

 

 

 

 

確かに、福祉・介護の現場には人員配置基準があり、

また人を相手にする仕事であるため、「人手を減らして

効率よく」とか「全部ロボットにやってもらいましょう」

というわけにいかないのは事実です。 

しかし、福祉現場の「働き方改革」（＝労働生産性・

効率性の向上）とは決してそういう意味ではなく、「業

務のムリ・ムダ・ムラを省いて、本来の仕事（利用者と

接する、話をする、触れ合う、利用者のことを考える）

に割く時間を増やすこと」だと私は考えています。 

無駄に力や時間を費やしている業務や手続きを見直

すことで効率性を高め、本来やらなければならないこ

とに集中できる環境を整える、それが「働き方改革」の

目指すべきものです。 

実際の現場をよく観察してみれば、二度手間、三度手

間になっている仕事が多くあるのではないでしょうか。

初めは「面倒だな、無駄だな」と思いながらも、いつし

か慣れて何とも思わなくなっている業務もあるかもし

れません。 

業務改善のヒントは、現場でいくらでも見つかるの

ではないでしょうか。       次回へ続きます 
 

 

 

「人材育成・キャリアパスセミナー」第 2弾を、9月 27

日に長野市で開催しました。 

特に「働き方改革」のテーマについては「まさに現状

に合った内容で大いに興味がもてた」など、ありがたい

お声をいただきました。 

今年度中にあと一回はセミナーを開催したいと考え

ています。まだ詳細は白紙ですが、ご希望のテーマなど

ありましたら、お気軽にお寄せいただければと思いま

す。 
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